
要 約

インド洋太平洋地域における中国の海洋進出の背景には、中国の急激な貿

易拡大がある。中国の貿易は、世界の工場、中国と米国の消費市場を結ぶ太

平洋貿易を牽引力として発展してきた。しかし、米国の対中追加関税措置等

で太平洋貿易に陰りがみられ、米中経済戦争が長期化すれば、太平洋貿易の

米中デカップリング（分断）が予想される。中国の貿易は、太平洋から

ASEANや SAFTA（南アジア自由貿易地域）などの新興市場が集まってい

るインド洋周辺地域に貿易の重心が西に移動（西進）するものと見込まれ

る。中国の輸出に占めるインド洋周辺地域の比率は、2018 年で 1.0％と

小さいが、2000〜2018 年間の成長率は 19.3％と、対 RCEP・対米輸

出の伸び率を大きく上回っている。

中国の貿易は輸送モード（海上、航空、自動車・鉄道の陸上、パイプライ

ン等）でみると海路が輸出では 8割弱（2018 年）を占めている。中国の

海路輸出に占めるインド洋周辺地域・欧州向けの比率は 24.9％、北米の

21.8％、RCEP の 24.4％を上回っている。海路でインド洋を通過する貿

易は太平洋貿易に匹敵する規模と推定される。

ASEAN やインド洋周辺地域の貿易を見ると、石油資源は海上輸送やパ

イプライン、IT 機器は航空輸送、メコン地域では陸上輸送（自動車）の

ネットワークの拡大等、中国は、インド洋貿易拡大に向けて、輸送モードを

多面的に活用している。

さらに、中国は、一帯一路構想を通じてこれらの諸国に貿易インフラ（港
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湾、道路、鉄道、IT ネットワーク、エネルギーパイプライン等）建設の経

済協力を進め、政治・経済関係を深化させている。一帯一路プロジェクトに

よって鉄鋼、化学品、機械機器の海路輸出が拡大しているものと思われる。

中国は、ASEAN、SAFTA 諸国に輸出攻勢をかけ、これら諸国の対中貿易

依存度が高まっている

中国とインドには5のギャップがある。貿易（輸出競争力格差）、経済発

展の遅れ、経済成長率格差、直接投資受入れ格差、国境認識である。とりわ

け、インドの貿易の競争力格差が、中国の海洋進出を許している要因であろ

う。インドは中国モデルを手本として、改革を進めたが、インドは中国の様

にはいかなかった。課題は、外資を呼び込めていないことである。

インドは、中国製品の流入などを理由に RCEP（地域的な包括的経済連

携協定）への参加を取りやめた。インド政府は、2017 年 4月に「フェー

ズド・マニュファクチャリング・プログラム（PMP）」導入した結果、イン

ド市場で高いシェアを持つ中国のスマートフォンメーカーはインドでの製造

を本格化させた。2020 年 7 月には人気の動画投稿アプリ「TikTok）」を

含む 59 の中国製アプリを利用禁止にすることをインド政府が決定した。

インドは、中国に対して保護主義を強めている。

太平洋とインド洋を結ぶ地域で、法の支配や市場経済を重視する国が協力

するインド太平洋構想は、安倍晋三前首相が 2016 年のアフリカ開発会議

（TICAD）で打ち出した。米国も「アジア再保証イニシアチブ法」によって

インド洋を重視する戦略を明確にした。

こうした米国や日本が描く「自由で開かれたインド太平洋」構想に対し

て、W.R. ミードは、インド太平洋にある独自の地政学的ルールを指摘して

いる。第 1は「インドは中国の脅威を減らすために米国と協力したいが、

「リベラルな国際秩序」のような概念には興味がない」。インドの目的は、中

国との力の均衡によって自国の主権を維持することである。第 2は、小国

が敵対する世界の中でいかに独立性を維持するかについて、長年の知恵があ

る。ハンバントタ港に加えて中国の外交的圧力で中国に 99 年間貸し出さ

れる人工島を建設中のスリランカは、ポルトガル、中国、南インド、フラン
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ス、オランダ、英国といった列強の間で均衡を図りつつ、何百年も独立を

守っきた歴史観を持っている。インド太平洋の地政学的ルールは、欧米の物

差しで測ってはいけない。

1. はじめに

米国が、「アジア太平洋」の代わりに「インド太平洋」という表現を使い

始めたのは、トランプ政権発足の 2017 年からである。翌 2018 年 5 月には、

アジアと太平洋で活動する米軍の名称を「太平洋軍」から「インド太平洋

軍」に変更した。米国が「アジア太平洋」から「インド太平洋」に変更した

背景には、インドを重視する象徴的な意味が込められている。

一帯一路構想等を背景とする中国の海洋進出が、インド洋に及んでいるこ

とであるi。世界の海上貿易の 75％、世界の石油供給の半分はインド洋を通

過している。東のマラッカ海峡や、西のホルムズおよびバブ・エル・マンデ

ブ海峡などの難所では、軍事衝突が発生すれば海上輸送の大半が危険にさら

される。インドは、中国にとって石油・ガスの調達先である中東、および主

要輸出市場である欧州を結ぶインド洋の航路上の要衝に位置している。さら

に、米国の政策立案者は、インドを中国ほど戦略上の脅威とはみなしていな

いという。

インドと中国の国境は約 3540 キロに及び国境の大半は確定されていない

係争地である。これが両国の関係改善に深刻な障害となっていた。2020 年 6

月 15 日夜にヒマラヤ山脈の標高約 4300 メートルの国境付近で実効支配線を

挟んでにらみ合いを続けていたインド・中国両軍が衝突し、インド軍兵士少

なくとも 20 人が死亡した。中国政府が自国周辺の領有権主張を巡り、一段

と強硬姿勢を取るリスクを浮き彫りにした。

中国は、インド洋周辺地域の諸国と貿易を拡大して、一帯一路構想を通じ

て貿易インフラ整備などの経済協力で関係を深めている。中国は、インド洋

に自由に使用できる港湾を取得しているといわれており、こうした中国の行

動には、隠れた意図があるという疑念が付きまとっている。
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中国のインド洋進出に対して、インドは、対中共闘を目指す他国との協力

を深め、海上での軍事能力を重視する戦略に転換した。冷戦時代に「非同盟

運動」を主導してきたインドは、かつてすべての外国勢力に対し、周辺から

軍事プレゼンスや基地を排除するよう求めてきた。だが、現在では、インド

の南端から南西 1100 マイル（約 1770 キロ）程度に位置するディエゴ・ガル

シア島にある戦略基地を米国が維持することにも警戒感はない。インドは米

国、フランス、オーストラリア、日本などとの軍事・外交協力を着実に強化

しているii。

東シナ海、南シナ海からインド洋に至る中国の海洋進出（海軍力の増強）

の背景の一つには、インド洋太平洋地域における中国の貿易拡大がある。中

国の貿易は、米国を消費市場とする太平洋貿易で発展してきたが、米中経済

戦争によりサプライチェーンの分断（デカップリング）が進む可能性があ

る。東シナ海、南シナ海からインド洋に至る地域には、ASEAN、インド洋

周辺国等高成長が期待できる新興市場が多くある。こうした成長市場開拓

が、米中経済戦争の打撃を緩和し、新たな成長の源泉を獲得することにな

る。中国の西進（インド洋進出）が一層進み、インド洋を裏庭とするインド

と中国の対立が激化することも予想できよう。

2. 中国の貿易成長地域は太平洋貿易からインド洋貿易へ

2.1. 米中デカップリングの影響

東アジアを軸にして北米西海岸、インド、中東、東アフリカに至るインド

洋・太平洋海域は、年間数兆ドルに上る世界有数の交易のルートである。表

1 は、東アジア（RCEP：地域的な包括的経済連携協定＋台湾）及びUSMCA

（米国・メキシコ・カナダ協定）、インドを盟主とする SAFTA（南アジア自

由貿易地域）・中東（GCC：湾岸協力会議）・東アフリカ（EAC：東アフリ

カ共同体）及びアジア内陸部（ロシア・CIS・モンゴル等）、EUの貿易マト

リクスである。インド洋・太平洋海域の貿易を東アジア（RCEP＋台湾）及

びUSMCA（米国・カナダ・メキシコ）、インド（SAFTA）・中東（GCC）・
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東アフリカ（EAC）地域（これら 3地域をインド洋地域と呼ぶ）とすると、

これらインド洋太平洋地域の貿易額は、輸出で 9兆 5,520 億ドル、輸入では

9 兆 4,730 億ドル、世界貿易に占めるシェアは、輸出で 49.5％、輸入では

49.1％と輸出・輸入ともに世界貿易の過半近くに達している（表 1）。

インド洋太平洋貿易の構成は、東アジア域内貿易が 2兆 5,770 億ドルと規

模では最大、次いで東アジア⇔USMCAの太平洋貿易が 1兆 5,140 億ドル、

USMCA 域内の 1 兆 2,800 億ドル、東アジア⇔インド洋地域の 7,540 億ド

ルと東アジアのインド洋貿易取引は太平洋貿易の半分程度の規模である。

インド洋貿易は、太平洋貿易と比べて規模は小さいが、成長率は高い。イ

ンド洋太平洋貿易の成長率は、2000 年〜2018 年間の平均で 6.5％、世界平

均を若干上回る程度である。このうち、東アジア（RCEP＋台湾）域内の貿

易成長率は 8.1％と最も高く、USMCA 域内は 3.6％でもっとも低い。イン

ド洋地域の貿易成長率は輸出が 7.8％、輸入は 10.5％と世界貿易の成長率を

上回っている。中でも、中国に次いでインドの貿易が、2000〜2018 年間で

高い成長率を記録している。

インド洋地域の貿易相手先は、2018 年で、輸入は、中国（1,860 億ドル）

が米国や EU を上回り最大、輸出では EU（1,409 億ドル）が最大、次いで

中国（1020 億ドル）が台頭している。中国の輸出に占めるインド洋地域の

比率は、2018 年で 1.0％と小さいが、2000〜2018 年間の成長率は 19.3％と

高く、対中輸入面で中国依存を着実に高めている。

太平洋貿易は、2000 年代に入り世界の工場、中国と世界最大の消費市場、

米国を結ぶことで新たな成長の機会を創出し、世界貿易拡大の牽引力となっ

てきた。しかし、米中経済戦争の長期化が予想される中で、太平洋貿易の米

中デカップリング（分断）が進み、これまでの米中貿易を軸として発展して

きた太平洋貿易に成長の限界がみえてきた。第 1に、中国の対米輸出がコス

ト面などで不利化し、輸出拠点を中国以外に移管するチャイナ＋1の動きが

活発化するためである。すなわち、中国からASEAN、とりわけ、メコン地

域やインド洋周辺国の労働コストが割安な国に中国の輸出拠点が移管する動

きが、今後、活発化しよう。中国の貿易は、輸出拠点の移管先に加工品、部

西進する中国、東進するインド
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品などの中間財や機械機器などの資本財を輸出することで新たな発展のチャ

ンスをもたらすことになる。

第 2に、中国は、一帯一路構想により貿易インフラの構築など経済協力を

通じて、ASEANやインド洋地域、さらには東アフリカ、欧州との貿易に活
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表 1 インド洋太平洋貿易

①貿易額（2018 年）

注：輸出ベース

資料：IMF；DOT（2020 年 11 月） 台湾のみ台湾貿易統計より ITI 作成

②世界貿易に占めるシェア（2018 年）

注・資料共に①に同じ
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路を見出している。すでに、中国の ASEAN 貿易やインド洋貿易は、伝統

的な貿易パートナーであった日本やEUにとってかわるポジションを占めて

いる。中国は、ASEANやインド洋周辺国との貿易拡大（西進）を次の成長

の機会とし捉えている。次に中国のインド太平洋貿易の構造を輸送形態

（モード）別に整理してみる。
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③シェア変化（2000-2018 年）

注・資料共に①に同じ

④平均伸び率（2000-2018 年）

注・資料共に①に同じ
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2.2. 輸送モードでみた中国のインド洋太平洋貿易

2.2.1. 海路、空路、陸路で多面的に広がる中国の貿易

インド洋太平洋地域における中国の貿易は、海路、空路、陸路のいずれの

輸送モードでも、拡大している。中国の貿易は、海上輸送（海路）、航空輸

送（空路）、陸上輸送（自動車、鉄道）、その他（パイプライン、郵便等）の

輸送形態別（金額ベース）に公表されている。2000 年と 2018 年を比較する

と次のような特徴が指摘できる。

輸出では、第 1に海路の比率が高い。インド洋太平洋地域の中国の輸出で

は、2018 年で海路の比率は 78.9％、国地域別には対 RCEP 78.4％、対台湾

62.3％、対米国 76.3％、対 SAFTA 88.2％、対 GCC 87.9％、対 EAC 97.8％、

対 EU 77.0％とすべての国地域への輸出で海路輸出が最大のシェアを占めて

いる（表 2）。インド洋貿易では海路の比率が、2018 年で 88.6％と 8 割台を

維持して高い。2000 年と比べると、中国の輸出に占める海路の比率は、イ

ンド洋・太平洋地域で 11.8％ポイント低下している。他方で、インド洋貿

易、特に、パキスタンやEACは、2000 年と比べて海路輸出の比率が高まっ

ている。

第 2は空路輸出が成長している。インド洋太平洋貿易における中国の海路

輸出の成長率は、2000〜2018 年間で 12.7％、空路は 18.8％と海路を大きく

上回っている。この結果、中国の空路輸出のシェアは、2000 年の 7.9％から

2018 年には 17.9％に拡大している。とりわけ、台湾や米国向けで空路輸出

の比率が高まっている。GCCや EAC向け輸出でも空路の伸び率は高いが、

空路輸出の最大手は米国である。貿易量（トン）をもとに評価すると輸送の

大半が海上輸送により担われているが、貿易金額をもとに評価すると空路の

比率が大きく上昇している。

第 3に陸路（自動車）輸出は、陸のASEAN（メコン地域）との間で拡大

している。陸のASEAN（メコン地域）向け陸路（自動車）輸出の成長率は

21.7％、中国の陸路輸出の 58.7％を占めている。また、陸路（鉄道）は、

ロシア・CIS との貿易で使われているが、最近では、一帯一路構想で欧州向

けに鉄道輸送インフラの整備が進み、コロナ禍で著増している。
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表 2 中国の輸送形態別輸出

①国地域別輸送形態別輸出比率とシェア変化

注：海路は、陸のASEANとパキスタン、アジア内陸部を除く陸路を合算。EUは、自動車のみ合算。

なお、モンゴル（アジア内陸部）の海路は陸路（自動車）へ合算。

陸のASEANは、タイ、ベトナム、ミャンマー、カンボジア、ラオス

海のASEANは、インドネシア、フィリピン、マレーシア、シンガポール、ブルネイ

資料：中国貿易統計より ITI 作成

②年平均伸び率（2000-2018 年）と輸送形態別国地域別輸出構成比（2018 年）

注・資料共に①に同じ
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輸入も、輸出同様の傾向が言える（表 3）。第 1 に海路の比率が低下して

いる。インド洋太平洋地域における中国の輸入に占める海路の比率は、2000

年の 84.9％から 2018 年に 71.0％に低下、特に対台湾輸入で 2000 年の

93.1％から 2018 年に 61.8％、対米国も 63.1％から 53.1％に低下している。

インド洋貿易では海路輸入の比率は 2018 年で 93.0％、2000 年と比べて微減

にとどまっている。資源輸入の比率が高いことによるものである。海路輸入

が拡大している国はパキスタンである。

第 2に、空路輸入が拡大している。インド洋太平洋地域における中国の輸

入に占める空路の比率は、2000 年の 13.8％が 2018 年に 25.7％へと拡大、

対台湾が 6.9％から 38.2％、対米国では 36.7％から 44.1％、インドや GCC

でも空路輸入が伸びている。

第 3に陸路（自動車）輸入が最も高い成長率を記録している。これは、輸

出と同様に陸のASEAN（メコン）の成長率が高いためで、中国の陸路（自

動車）輸入の 87％（2018）を占めている。

第 4にその他に分類されるパイプラインが稼働している。資源調達の多様

26◆ 国際貿易と投資 No.123

表 3 中国の輸送形態別輸入

①国地域別輸送形態別輸入比率とシェア変化

注・資料共に表 2に同じ。
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化、マラッカジレンマの回避などがその目的として原油・天然ガスの輸入が

増えている。

2.2.2. 中国の海路貿易

中国の海路輸出は、財別にみると、加工品（海路輸出の 30.0％）と消費

財（同 30.4％）で 6 割を占め、資本財（24.1％）、部品（16.4％）と続いて

いる（表 4-①）。加工品は、化学品、鉄鋼、繊維、消費財ではアパレルの比

率が大きい。2000 年と 2018 年の比率の増減幅は、加工品が 7％ポイント増、

部品や資本財も拡大している一方で、消費財は 15.2％ポイント減と低下し

ている（表 4-②）。

中国の海路輸出の 56.8％がインド洋太平洋地域向けで、最大は米国、次

に ASEAN、日本、SAFTA と続いている（表 4-③）。中国の海路輸出に占

めるインド洋周辺地域・欧州向けの比率は 24.9％、北米の 21.8％、RCEP

の 24.4％を上回っている。海路でインド洋を通過する貿易は太平洋貿易に

匹敵する規模と推定される。

また、財別では、加工品輸出のうちインド洋太平洋が占める比率は 63％、

西進する中国、東進するインド
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②年平均伸び率（2000-2018）と輸送形態別国地域別輸入構成比

注・資料共に表 2に同じ。
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部品は 51.1％、資本財が 49.2％、消費財は 58％である。特に加工品の海路

輸出はインド洋太平洋地域に依存している。加工品の輸出先は、ASEAN、

米国、消費財は米国、日本の占める比率が大きい。

海路輸入は、素材（38.8％）と加工品（33.3％）で 7 割強を占めている

（表 5-①）。素材は、鉱物性燃料（原油等）、鉄鉱石・石炭、食料品、加工品

は鉱物性燃料（ガソリンなど）、化学品、鉄鋼等が主な輸入品目である。

素材の海路輸入に占めるインド洋太平洋の比率は、2018 年で 45.2％、こ

のうち豪州が 15.8％、GCC が 13.7％、ASEAN が 5.6％である（表 5-②）

豪州は鉄鉱石、GCC は原油である。中国の鉄鉱石の輸入は豪州が 61.4％、

原油は 28.8％、加工品の鉱物性燃料は、GCC が 22.1％、ASEAN が

21.6％、豪州が 16.2％、いずれも天然ガスによるものである。

インド洋地域からの海路輸入は、素材が占めるシェアが 56.0％、加工品

28◆ 国際貿易と投資 No.123

表 4 中国の海路輸出

①地域国別財別輸出比率（2018 年）

注・資料共に表 2に同じ。
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②輸出比率のシェア変化（2018-2000 年）

注・資料共に表 2に同じ。

③財別国地域別輸出構成比（2018 年）

注・資料共に表 2に同じ。
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のうち鉱物性燃料（天然ガスなど）が 14.2％、化学品が 21.2％となってい

る。豪州からの海路輸入の 75.8％は素材である。

30◆ 国際貿易と投資 No.123

表 5 中国の海路輸入（2018 年）

①財別・地域国別輸入比率

注・資料共に表 2に同じ。

②財別国地域別輸入構成比

注・資料共に表 2に同じ。
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中国の原油・天然ガス輸入

中国の原油輸入額は、2018 年で 2391 億ドル、このうち、海路が 2132 億

ドル、その他（パイプライン）が 255 億ドル、それに陸路（自動車、鉄道）

が 34 億ドルとなっている（表 6）。

海路の輸入先は、GCC、ロシア、米国、ASEAN（マレーシア）である。

ここ数年の変化としては、パイプラインによる輸入である。ミャンマーの

チャオピューを経由してパイプラインで昆明に送られた GCC の原油が 48

億ドル、ロシアからは 144 億ドルがハルピンで通関されている。

中国の天然ガス（HS2711）の輸入は、2018 年で 500 億ドル、このうち海

路が 382 億ドル、その他（パイプライン）が 117 億ドルとなっている（表

7）。海路の輸入先は、GCC、豪州、ASEAN、米国、パイプラインは中央ア

ジアとミャンマーから供給されている。
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表 6 中国の輸送形態別地域国別原油（HS2709）輸入（2018 年）

資料：中国貿易統計より ITI 作成
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2.2.3. 中国の空路貿易のけん引力は IT 製品

中国の空路貿易の成長率は、2000〜2018 年間で輸出が 17.9％、輸入が

15％と最も高い伸び率を見せている。多種多様な貨物を大規模に送る事がで

きることを海上輸送の利点とすれば、迅速に貨物を運べることが航空輸送の

利点である。空路貿易の成長は、付加価値の高い製品の生産では、国際的な

分業が発達していること、海上輸送に比べて輸送日数が短い航空輸送を用い

ることでジャスト・イン・タイムの生産体制が一段と高度化していることな

どが要因として指摘されている。空路輸出の最大品目である IT（情報技術）

製品の生産は、まさに、ジャスト・イン・タイムの生産体制が敷かれ、軽量

で付加価値が高い品目である。

空路貿易に占める IT 製品の比率は、2018 年で輸出が 78.1％、このうち

部品が 32.3％、資本財が 44.8％、一方、IT 製品の輸入比率は 67.9％、こ

のうち部品が 45.3％、資本財が 12.0％である。IT 製品の資本財には PC、

32 ◆ 国際貿易と投資 No.123

表 7 中国の輸送形態別地域国別天然ガス等（HS2711）輸入額（2018 年）

資料：中国貿易統計より ITI 作成
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表 8 中国の空路輸出（2018 年）

①地域国別財別輸出比率

②財別国地域別輸出構成比

資料：中国貿易統計より ITI 作成

IT製品は、コンピュータ・同周辺機器、通信機・同部品、電子部品、映像機器など
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携帯電話（サマーとフォン）が含まれている（表 8）。IT 製品の資本財輸出

先は、米国、EU、日本で、これら地域で中国の空路による IT 資本財の 7

割以上を占めている。一方、輸入では、IT部品の比率が高い。日本、韓国、

台湾、ASEAN、米国が主な輸入先で中国の IT 部品空路輸入の 9 割以上を

占めている（表 9）。

中国の IT 製品貿易で空路が占める比率は、輸出が 41.8％、輸入が

47.6％を占めている（表 10）。輸出では海路が空路を上回っている。最終財

の輸出では空路より海路のほうが大きいためである。輸入では、空路が海路

を上回っている。これは部品輸入が空路に頼っているためである。

中国の IT 製品貿易で空路が伸びている理由の一つは、IT 生産の集積地

が沿海部から内陸部に移転していることである。携帯電話や PCの生産は、

リーマンショック後に鄭州、重慶、武漢などに移転したが、部品調達や完成

品輸出に空路が利用されている。

34◆ 国際貿易と投資 No.123

表 9 中国の空路輸入（2018 年）

①地域国別財別輸入比率

資料：中国貿易統計より ITI 作成
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2.2.5. 中国の陸路貿易

陸路貿易は、メコン地域とはトラック輸送、CIS ロシアとは鉄道輸送、ま

た、一帯一路構想によりユーラシア大陸を横断して欧州に行く鉄道網が整備

されて、鉄道輸送が開始している。目的は、中国の主要都市から定期的な鉄

道貨物サービスを確立することで、海上輸送に代わり、中央アジア経由で欧

州へとつながる貿易回廊を整備することであったiii。新型コロナウイルスの

世界的大流行によって、航空・海上輸送の寸断や価格高騰で、鉄道経由の貨

物輸送への需要が高まっている。

欧州行きの多くは中国中・西部の拠点都市である成都や重慶、西安、鄭州

を始点とし、欧州側の終点はドイツ西部のデュースブルクや北部ハンブル

ク、ポーランドのワルシャワなどとなっている。中国―ドイツ間の鉄道輸送

にかかる時間は、従来は 17 日であったが最近ではか 11 日に短縮された。新

たな経路の整備や通関手続きの迅速化に加え、ロシアが領土内を通過する一

部貨物に対する厳しい規制を解除したことなどが背景にある。これに対し、
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②財別国地域別輸入構成比

資料：①に同じ
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航空輸送に要する時間は税関チェックや回収・配送などを含めると約 1週間

で、海上輸送は 6週間必要となる。

陸路貿易で注目されるのは、陸のASEANにおける陸路による IT貿易の

発達である。中国の IT 貿易に占める陸のASEANの占める比率は、輸出で

陸路（自動車）が 1.7％、輸入は 5.1％と空路、海路を上回っている（表

10）。中国の華南経済圏との結びつきの強さを示すものである。

36◆ 国際貿易と投資 No.123

表 10 中国の輸送形態別 IT 製品部品貿易

①輸出

②輸入

注・資料共に表 2に同じ。

注・資料共に表 2に同じ。
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3. 西進する中国と東進するインドの貿易

3.1. 躍進の中国、停滞のインド

インドの貿易成長率は、2000〜2018 年間で 11.9％と中国の 13％に次ぐ高

い成長率を記録している。しかし、中国とインドの貿易格差は、拡大してい

る。インド洋太平洋地域内貿易に占める中国の比率とインドの比率を比較す

ると、インドが成長しているとはいえ、中国とインドの貿易額の格差は大き

く拡大しており、輸出額を比較すると、中国の躍進に対してインドの停滞は

拭えない。

インド洋太平洋地域内貿易にける構造変化は、第 1に米国（USMCA）の

比重が低下していることである。インド洋太平洋地域内貿易に占める米国の

比率は、2018 年で輸出が 15.9％（28.0％）、輸入が 25.9％（37.1％）と輸

入ではインド洋・太平洋地域内の最大の輸入国である。しかし、2000 年と

比べると米国の比率は、輸出で 6.7％ポイント減、輸入では 9.8％ポイント

減と大幅に低下している（表 11-②）

第 2 が米国の減少を補っているのが中国である。中国が占める比率は、

2018 年で輸出が 21.7％、輸入は 14.3％に拡大している。なお、成長率が高

いインドの比率は、輸出で 3.0％、輸入で 4.3％に過ぎない（表 11-①）。

2000 年と比べて、中国は輸出で 15.1％ポイント増、輸入は 9.0％ポイント

増拡大しているのに対して、インドは輸出が 2.0％ポイント増、輸入が

2.7％ポイント増にとどまっている。中国に次ぐ成長率でインドの貿易も拡

大しているが、貿易額の規模は、到底追いつくことができないほどの大きな

格差である。

第 3 にインド洋地域では、輸入の比率が上昇している。2018 年でインド

洋太平洋地域内貿易に占めるインド洋地域の輸入は 11.0％、2000 年と比べ

て 5.7％ポイントの増加を見ている。この 11％のうち中国が占める比率は

2.8％、2000 年と比べて 2.5％ポイント増なっている。中国の輸出にとって

インド洋地域は、対日輸出を上回る成長地域である。
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南西アジア（SAFTA）、東アフリカ（EAC）は、伝統的にインドが浸透

していた地域であったが、貿易（輸出）では、今や中国化が進んでいる。

SAFTA（インドを除く）や GCC、EAC の輸入では、中国がインドを上

回っている。インド太平洋貿易では、経済成長が見込まれる有力な新興国を

多く抱えており、貿易も伸びているが、インドはこうした諸国を取り込めず

にいる。以下では、ASEAN、SAFTA、EAC におけるインドと中国の貿易

38◆ 国際貿易と投資 No.123

表 11 インド洋太平洋地域内貿易構成比とシェア増減（2018 年）

①地域国別貿易構成比

注：輸出ベース

資料：IMF；DOT（2020 年 11 月） 台湾の輸出のみ台湾貿易統計より ITI 作成

②シェア変化（2018-2000）

注・資料共に①に同じ。
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を比較する。

3.2. ASEAN貿易における中国とインド

中国の西進は、まず ASEAN から始まりインド、パキスタン、バングラ

デシュへと展開して地域を広げている。中国の ASEAN 貿易は、初めはシ
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表 12 中国とインドのASEAN輸出・輸入（財・業種別、2000、2019 年）

①輸出

資料：中国・インドの貿易統計より ITI 作成
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ンガポール、マレーシア、タイのASEAN 先発国から始まり、次に 2010 年

以降からメコン地域を相手にして貿易を拡大させている。今や ASEAN の

中では、ベトナムが最大手の貿易相手国となった。一方、インドのASEAN

貿易は、変化に乏しく、シンガポールを最大の貿易先とする構造に変化はな

い。
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②輸入

資料：①に同じ
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表 12 は、中国とインドの対ASEAN 財別貿易を比較したものである。中

国のASEAN貿易は、部品や資本財における IT 産業の分業、及び鉄鋼、繊

維、化学品などの加工品貿易がけん引力となっている。一方、インドの

ASEAN 貿易には、成長のけん引力が見当たらない。IT 製品の貿易は、

ASEANから輸入をしているが、輸出は微々たるものである。電機貿易や機

械機器の貿易でも分業が進んでいるような兆しは見えない。

3.3. 中国とインドのSAFTA貿易

SAFTA（南アジア自由貿易地域）は、2006 年 1 月に、南アジア地域協力
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表 13 中国とインドのSAFTA輸出・輸入（財・業種別、2000、2019 年）

①輸出

資料：中国・インドの貿易統計より ITI 作成
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連合（SAARC）加盟 7 カ国（インド、パキスタン、スリランカ、バングラ

デシュ、モルディブ、ネパール、ブータン）による包括的経済連携の枠組み

として発足した。

表 13 は、中国のインドを除いた対 SAFTA貿易とインドの対 SAFTA貿

易を比較したものである。2000 年には、中国の対 SAFTA 貿易は、輸出・

輸入ともに、インドを若干上回る程度であった。

中国の輸出品目は、2000 年では繊維、化学品、若干の IT機器という程度

であった。ところが、2019 年には、中国の輸出規模は約 18 倍に拡大した。

繊維を中心に加工品の拡大に加えて IT 機器関連の部品や資本財が伸びてい

42◆ 国際貿易と投資 No.123

②輸入

資料：①に同じ
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る。SAFTAの消費市場の拡大に伴い、白物家電などの消費財輸出も増えて

いる。

一方、インドの対 SAFTA 輸出は、中国の半分程度、パキスタンとの貿

易が停止している事情もあるが、バングラデシュ輸出でも中国に大きな差を

つけられている。

中国の対 SAFTA 輸入は、2019 年で 33 億ドル、インドの 39 億ドルを下

回っている。主な輸入品は、繊維、食料品、アパレルである。部品や資本財

は、殆どないに等しい。SAFTAの主な輸出は、米国や EU向けのアパレル

である。中国から素材である繊維を輸入して、アパレルにして欧米市場に輸

出している。

3.4. 中国とインドの東アフリカ（EAC）貿易

東アフリカ（EAC：東アフリカ共同体）貿易でも、輸出は、インドは中

国に抜かれている。2000 年のインドの対 EAC輸出額は 2.7 億ドル、中国は

2.4 億ドルであったが、2019 年は中国が 98.7 億ドル、インドは 44.2 億ドル

と中国の半分以下の水準である。中国の輸出拡大は、IT 製品輸出、鉄鋼、

繊維の加工品、アパレル、履物などの消費財によるものである。一方、イン

ドの輸出は化学品（主に医薬品）に競争力があるが、鉄鋼や繊維、アパレル

等の消費財は中国製品に押されている。

一方、輸入はインドが中国を上回っているが規模は小さい。主な輸入品

は、インドが食料品、加工品、中国は、素材である。

3.5. インドの東進

インドのルックイースト

中国のインド洋貿易で最大の関心市場はインドである。巨大な市場を抱え

るインドは、中国企業が国際化する最初の踏み台として最高の機会を提供し

てくれる。低所得層市場が分厚インド市場は、価格競争力が強い中国企業に

とって参入障壁が低く、インド市場での成功を背景に国際市場で中国企業が

存在感を誇示できる最大のチャンスであった。
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ルックイースト政策を掲げたインドも、2000 年代に入ると、東南アジア

から東アジアに東進の範囲を拡大し、日本や韓国と戦略的パートナーシップ

を締結した。対中関係についてインド政府は、ルックイースト政策の重要な

44◆ 国際貿易と投資 No.123

表 14 中国とインドのEAC輸出・輸入（財・業種別、2000、2019 年）

資料：各国貿易統計
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構成部分と繰り返し強調していた。一方、東アジアもインドを東アジア共同

体構築の主要メンバーとして受け入れ、RCEP加盟交渉にインドを含めた。

インドが RCEP 加盟交渉に加わった理由の一つは、ASEAN が中国のド

ミナンスのカウンターバランスとしてインドに期待したことにある。2005

年 12 月 14 日にマレーシアの首都クアラルンプールで第 1回東アジアサミッ

ト（『EAS』（East Asia Summit））が開催された。EAS構想や東アジア共同

体構想は、1997 年から始まった ASEAN ＋ 3 の枠組みの中で出てきた話で

あるが、日本は 2002 年 1 月のシンガポールにおける小泉首相演説で、「日

本・ASEAN包括的経済連携構想」を提案するとともに、東アジアにおける

「コミュニティ」の構築を提唱した。2002 年 11 月にはASEAN＋3 の枠組み

に設置された EASG（東アジア・スタディグループ）の最終報告書が首脳

に報告され、その中で中期的課題としての東アジア FTA（EAFTA）や

EASがあげられていた。

EAS 会議の開催に当たって、もめたのがメンバー（参加国）である。イ

ンド、オーストラリア、ニュージーランドは、将来の東アジア共同体に参加

したいという思惑で熱心に EAS への参加を要望してきた。他方、中国は

ASEAN＋3 の範囲で自らの影響力をより強めたいということで、インド等

の参加には難色を示した。

結果として、ASEAN が EAS の「ドライビング・シート」に座るという

原則に加えて、① ASEAN の完全な対話国、②東南アジア友好協力条約

（TAC）に加盟等ASEANが設定した基準を条件として、参加国がASEAN

＋3＋3（インド、オーストラリア、ニュージーランド）に拡大した。

その後、東アジア共同体の構築に当たっては、ASEAN＋3 で担われるべ

きものであるとする中国と、EAS にも部分的にはコミュニティ・ビルディ

ングの機能を担わせても良いとする国々（シンガポールや日本等）とで意見

が相違した。妥協案として、中国が 2005 年 4 月に提唱した「東アジア自由

貿易圏（EAFTA；ASEAN＋3）」と日本が 2006 年 4 月に提唱した「東アジ

ア包括的経済連携（CEPEA；ASEAN＋6）」の双方について、民間研究お

よび政府間の検討作業が実施された。
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2011 年 8 月の日中共同提案「EAFTA および CEPEA 構築を加速させる

ためのイニシアチブ」を受け、同年 11 月に、ASEAN 首脳は両構想を踏ま

え、ASEAN と FTAを締結している FTAパートナー諸国との RCEP を設

立するためのプロセスを開始することで一致した。

2012 年 4 月に、ASEAN 首脳は 2012 年 11 月の交渉立上げを目指すこと

で一致し、2012 年 11 月 20 日、カンボジアプノンペンでの ASEAN 関連首

脳会議で交渉立ち上げ式が開催され、交渉開始が宣言された。

RCEPに傾くインドの貿易構造変化

インドのルックイーストは、2000 年代にインドの貿易構造を大きく変え

た。特に輸入でドラスチックな変化が起きている。それまで最大の輸入先で

あった EUが凋落して、RCEP に入れ替わった。インドの輸入に占める EU

のシェアは、ピーク時の 1987 年の 36.4％から 2018 年に 10.5％へ低下した。

46◆ 国際貿易と投資 No.123

図 1 インドの国・地域別シェア（1980-2019 年）

①輸入

資料：IMF；DOT（2020 年 9 月）より ITI 作成
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他方、RCEP のシェアは、拡大基調を続け、2018 年に 34.5％に達した。

RCEP からの輸入拡大は、対中輸入によるもので、インドの輸入に占める中

国のシェアは 2000 年の 2.9％が 2019 年に 14.2％と EUに代わり最大の輸入

先となった。

一方、輸出も、最大の輸出先が 2004 年に EU から RCEP に交代している

が、RCEP に依存しているという状況ではなく、EUと米国を合計した輸出

額がRCEPを上回っている。輸出は輸入ほどRCEPの影響力は大きくない。

インド市場を席巻する中国製品

東アジア共同体の構築に当たってインドの排除を主張してきた中国は、イ

ンド市場開拓では大成功を収めている。インドの輸入に占める中国のシェア

は、2000 年の 2.9％から 2019 年で 14.1％へと約 5 倍弱に拡大し、インドに

とって中国は最大の輸入相手国となった。インドの輸入に占める中国のシェ

西進する中国、東進するインド

国際貿易と投資 No.123 ◆ 47

②輸出

資料：①に同じ

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


ア感は、加工品、部品、資本財、消費財のいずれにおいても高い。

加工品では繊維や有機化学品の対中輸入依存度が 40％を超え高い。アパ

レルやジェネリック医薬品は、インドの主力輸出産業であるが、材料は中国

に過度に依存している。インドが輸入する医薬品有効成分（API）の 68％

は中国産で、一部の医薬品では成分のほぼ 100％を中国に頼る。

部品では、コンピュータ部品や電話機部品、半導体などの電子部品の対中

輸入依存度が高い。脱中国で情報機器の生産を中国からインドに生産移管し

ても必要な部品は中国に依存している。

資本財では、PC や携帯電話（スマートフォン）を中国に依存している。

インドの輸入に占める携帯電話の中国のシェアは、2019 年で 73.0％と他を

圧倒している。

消費財では、アパレル、履物、玩具、家具、エアコン、冷蔵庫、洗濯機な

ど耐久・非耐久消費財で中国製品がインド市場で浸透している
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表 15 インドの輸入（財・業種別）に占める中国の比率

資料：インド貿易統計より ITI 作成
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インド市場における中国製品は、2000 年代初めでは、品質面では粗悪な

ものが多く、安かろう、悪かろう。例えば安価な中国製乾電池はインド製品

の寿命（単三乾電池の持続出力時間、インド製平均 303 分に対し中国製 157

分：2001 年当時）の半分程度しかないものが大半である一方、価格は半値

であることから、中国製品のメイン市場は所得の低い農村部に限られてい

た。

ところが、中国製品は、インドの 1 人当たりの国内総生産（GDP）が約

2,000 ドル程度に上昇した頃から、インドで大当たりした。理由は、価格面

での訴求力が強いことである。その代表事例がスマートフォンである。2020

年第 1 四半期のインドのスマホ市場における中国製のシェアは 81％、小米

科技（シャオミ）が首位に立った。聯想（レノボ）は 2019 年のインドパソ

コン市場で最大のシェアを占めた。シャオミのスマホは米アップルや韓国サ

ムスン電子の製品よりもかなり値段が安いが、性能はしっかりしていること
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図 2 インド・中国の貿易相互依存度（対GDP比）

注：中国の 2019 年 GDPは予測値

資料：輸出・輸入：DOT（2020 年 9 月）、GDP：WEO（2020 年 10 月）より ITI 作成
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が評価されている。インドに流入している中国製品は、中国で生産している

外国ブランドの製品ではなく、中国企業ブランド製品でる。さらに、インド

国産ブランドの多くはまだかなり遅れており、中国産に代わりそうなものは

ほとんどないという。

インドは、2000 年代初めに、中国製品の流入によって、対中輸入依存度

を急激に高めた。インドの対中輸入依存度は、対 GDP 比で 2002 年には

0.6％であったのが、2011 年には 3.0％にまで上昇、以降 2％台の高い水準

が続いている（図 2）。一方、中国の対インド輸出依存度は 2002 年の 0.2％

から 2007 年に 0.7％に増加するが、以降横這いで推移している。

インドの対中輸出依存度は、2002 年の 0.3％が 2010 年に 1.0％にまで高

まるが、これをピークに低下している。インドと中国の貿易は、相互に貿易

依存度を高めることなく、インドが過度に対中輸入依存度を高めた。

中国とインドの輸出競争力格差

ASEAN、SAFTA、EAC の新興市場でみられように、中国の輸出とイン

ドの輸出には大きな競争力格差がある。これは 2000 年代に起きたことであ

る。図 3 は、中国とインドの財別業種別輸出である。2002 年を境に中国の

輸出がロケットの様に急上昇している一方で、インドは停滞、伸びていても

中国と比較すると極めた緩やかな伸びにとどまっている。1990 年代は中国

が伸びていたが、輸出額では中国とインドに 2000 年代ほどの格差はない。

この背景には、2001 年にWTO 加盟を果たした中国に、外資流入が急増

し、特に台湾の EMS 企業が華東地域を拠点として PC 等の IT 機器の輸出

を拡大させて、中国の IT 産業の基盤を構築した。次に、中国は、鉄鋼、繊

維、化学品の加工品輸出を拡大させた。鉄鋼、化学品、繊維などの加工品

は、中間財としてアパレルや自動車、医薬品などの最終製品の生産やインフ

ラ関連製品の生産に必要不可欠である。ASEAN や SAFTA（インドを除

く）では、こうした中間財産業は自国では欠落しており、先進国からの輸入

に頼っていたが、これが中国製品にとって代わった。

中国はもともと、製造業に占める鉄鋼、非鉄金属、化学などの重化学工業
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分野のウェイトが高い産業構造であった。これは計画経済時代に軍事的な考

慮から重工業を重視してきた結果である。改革開放政策が開始された 1978

年の時点で既に重工業の比率は 60％近くに達していた。しかし、重化学工

業は量的には拡大したものの、貿易において比較劣位にあり、質的な向上が

課題であった。WTO加盟以降の外資からの技術吸収などを通じて質改善す

るとともに、国内のインフラ投資で規模を拡大させて、価格競争力をつけ
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た。

さらに、一帯一路構想によるASEAN. 南西アジアにおける需要創出が、

中国企業の輸出、直接投資を呼び起こし、中国企業は輸出競争力を磨いてい

る。

4. 中国とインドのギャップ

中印関係は、1976 年に国交が完全に回復して以降、最悪の状態にあると

いう。国交回復以前の中印関係は、1962 年の国境紛争で中国がインドを打

ち負かした後に、長らく中断していた。2020 年 6 月の衝突は、それ以来の

深刻な事態であった。中国が意図的に事態を悪化させたものだったのか、そ

れとも誤算だったのか、専門家の見方は分かれているが、世界第 2位の経済

大国、中国は、インドを同等とは考えておらず、「能力以上の戦いを挑もう

している下位の国だとみている」、中国にとっては「自国の利権や領有権の

確保に立ち上がることは、コストに見合ったものだ」という指摘があるiv。

中国とインドには、いくつかのギャップ（格差）がある。前述した貿易

（輸出競争力格差）、経済発展の遅れ（改革開放政策で 13 年のギャップ）、経

済成長率（GDP）格差、直接投資受入れ格差、国境認識ギャップなどであ

るv。インドの裏庭ともいうべきインド洋周地域に中国の海洋進出を許して

いる背景には、中国とインドの経済面でのギャップがある。

BRICs、中国とインドの国際経済への登場

インドは中国とともに、経済発展が見込まれる巨大新興市場、BRICs（ブ

ラジル、ロシア、インド、中国）の一つとして注目されて、2000 年代の国

際経済に登場した国である。BRICs は、ゴールドマン・サックス（2003 年

10 月に発表したレポート）による造語で、アジア NIES などの小国と違っ

て BRICs は国内市場の規模が大きく、経済自由化は国内産業間での競争を

生み、国内市場を活性化させるとその効果（国内市場拡大）も大きくなると

見込まれていた。BRICs ブームが生まれた 2003 年度のインド経済成長率は
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8.1％の高成長を達成した。リーマンショック前まで 8％を上回る経済成長

が持続し、インドにも高成長時代の到来の期待感が出てきた。しかし、中国

の経済成長率は、その上を行く 10％台の成長を持続させた。

2000 年代のインドの高成長は、内需に支えられていた。一方、中国は輸

出が貢献した。中国とインドの輸出依存度（輸出の対 GDP 比）を比較する

と、中国の輸出依存度は 2000 年で 20.7％、WTO 加盟後の 2020 年から上

昇しはじめ、2005 年には 35.2％に達し、それをピークに 2019 年は 17.0％

に低下している。WTO 加盟後からリーマンショックまでの間に急上昇し

た。これに伴い中国の貿易収支も大幅な黒字基調が定着し、2007 年には対

GDP比で 7.4％に達した。

一方、インドの輸出依存度は、2004 年に 10％を超えた。中国が 10％を超

えたのは 1986 年、中国とは 18 年遅れて達成した。2017 年には 17.0％に上

昇したが、以降低下して 2019 年は 11.3％に低下している。中国の 17.0％を

依然下回っており格差がある。

インドは輸出依存度が上昇するとともに輸入依存度も上昇した。この結
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果、インドの貿易収支は、赤字幅が拡大し悪化している。インドの貿易収支

赤字幅は、対 GDP 比で 2012 年にマイナス 10.8％に膨らんだが、以降、赤

字幅は縮小しているが、対 GDP 比でマイナス 5％前後の赤字が定着してい

る。インドの貿易赤字の一因は、対中貿易赤字によるものである。

中国の様には、なれなかったインド

2014 年 5 月にインドの首相に就任したナレンドラ・モディ氏は、インド

を世界における研究開発・製造ハブとすることを目標とした産業政策、

Make in India（インドでモノづくりを）を 9 月にスタートさせた。輸出促

進では、5年間でインドの世界貿易に占める比率を 50％高めることを目指し

た。モディ氏は、外国からの投資を歓迎する一方で、インド企業のために国

内市場の保護を強めるという中国の手法でインド経済を改革しようとした。

高度成長を実現した中国型発展モデルは、2000 年代初めに、高度成長を夢

見る発展途上国で称賛されていた。インドでも強力な共感を得ていたとい

う。

2014 年 9 月 17〜19 日に、習近平国家主席が、モディ首相の出身地グジャ

ラード州のアーメダバードを訪問し、数十億ドルに上る中国によるインド向

け投資協定が調印されたvi。モディ氏は、インドのインフラ改善や製造業の

基盤づくり、経済発展のために中国からの投資拡大を望んでいた。モディ氏

の意図は、企業が国家の指令や支援でどのような恩恵を得られるか、中国か

らヒントを得ようとするためであったという。インド商工省と中国商務部は

「貿易と経済開発の 5 か年計画」を結び、中国が今後 5 年間で 200 億ドルを

インドに投資することを表明した。

2015 年 5 月 14〜16 日には、モディ首相が中国を訪問し、習国家主席は異

例の厚遇で迎えた。中国側はモディ首相の「Make in India」に応えるかた

ちで、総額 22 億ドルに及ぶ 26 の企業間覚書（MOU）を交わし、鉄道分野

での協力のほか、中国工業団地をグジャラート州とマハラシュトラ州に整備

することなども発表された。

中国企業に対する門戸開放を進めたモディ首相は、国境紛争は微妙な綱渡
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りを求められる問題であったが、当時は、中国の輸出・投資主導の成功をま

ねようと懸命になっていた。

モディ首相は、広範な規制、許認可制度、銀行など主要産業の国家統制

等、気まぐれな政策立案が起業家精神と投資の障害になり続けていたインド
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図 5 中国・インド・ASEAN・SAFTAの輸出依存度と貿易収支比率（対GDP比）

注：GDP；ASEAN（2018 年以降予測値）、中国・SAFTA（2019 年以降予測値）

資料：IMF；DOT（2020 年 9 月）、GDPは、IMF；WEO（2020 年 10 月）より ITI 作成
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の慣行を変えることを約束し、「最低限のガバメント（政府）、最高度のガバ

ナンス（統治）」を目指した。モディ政権 1 期目に、売上税の簡素化（物

品・サービス税の導入）、破産に関する法規の効率化、行政手続きのオンラ

イン化等でビジネス環境の改善につながったと評価されている。

ところが、インドは、中国の様に経済改革が進まなかった。理由は中国が

経験しなかった障害に直面したためである。中国の様に製造業や輸出の分野

で強化な存在になるには、競争力を持った規模が大きな企業の育成が必要と

なる。しかし、インドでは、こうした大企業の育成が難しい。雇用、解雇、

土地の取得などに関するインドの各種規定が、小規模企業に有利に働き、大

規模企業にとってより大きな負担となっているためであるvii。

BJP 政権は、2000 年にも新輸出入政策を打ち出して、中国をモデルとし

た経済特別区制度（SEZ）を導入したことがある。輸出促進策として創設さ

れた SEZ は、輸出志向の企業を誘致するための工業団地で、税の優遇措置

などが与えられた。また、WTO紛争解決メカニズムの下での輸入数量制限

の撤廃（2000 年 3 月末までに 714 品目、2001 年 3 月末までに残りの 715 品

目）、輸出向け生産目的の資本財輸入関税率の一本化を 3 本柱とする輸出志

向型成長戦略を打ち出した。しかし、中国の様な輸出拡大は、しなかった。

インドの対中経済制裁

モディ政権は、2020 年 11 月の RCEP 加盟を見送った。インドは、中国か

ら大量の安い製品が流入して国内産業が大きなダメージを受けることを懸念

したことが一因である。

すでにインド政府は、中国製品の流入を牽制していた。2017 年 4 月に

「フェーズド・マニュファクチャリング・プログラム（PMP）」導入した。

PMP は、携帯電話に使用する各種部品のインド国内での製造を促進するこ

とを目的に、各種部品の輸入に対する基本関税率を段階的に引き上げるとい

うもので、インド税務当局は 2018 年 4 月に、プリント基板やカメラモ

ジュール、コネクターなどの携帯電話の重要部品の輸入に 10％の基本関税

を課すことを決定した。この影響で、インド市場で高いシェアを持つ中国の

西進する中国、東進するインド
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スマートフォンメーカーはインドでの製造を本格化させたviii。チャイナ＋1

としてのインドをアッピールでいるかどうかは、外資の呼び込みにかかって

いる。

インドが「次の中国」になるためには、投資を呼び込み、輸出産業の発展

を後押しするような施策を必要とする。インド政府は一部の外資系小売企業

に対する規制を緩和したほか、受託生産など一部産業については外国資本の

出資比率を拡大した。だが、事業進出をはるかに容易にするための対策はま

だ実施していない。

2020 年の印中国境衝突を受けて、インドでは非必需品を中心とした膨大

な数の物品関税引き上げの検討が伝えられているix。2020 年 7 月には人気の

動画投稿アプリ「TikTok）」を含む 59 の中国製アプリを利用禁止にするこ

とをインド政府が決定した。2 億人を超えるユーザーがいるインドは、

TikTok にとって最大の海外市場だった。インドからの永久的な撤退は、

フェイスブックの世界的ライバルになるという TikTok の期待に深刻なダ

メージを与えて、米国に代わって世界を支配する技術強国になるという中国

政府の野望にとって、大きな痛手となるx。

世界的な消費財ブランド企業は長らく中国の消費者を追い求めていたが、

今、追い求めているのはインドの消費者である。世界企業を目指す中国企業

にとってもインド市場喪失のダメージは大きい。

5. 今後の展望

自由で開かれたインド太平洋

ドナルド・トランプ米大統領（当時）は、2018 年 12 月 31 日に、インド

太平洋地域に関する米国の長期的戦略ヴィジョンと包括的政策を示す法案

「アジア再保証イニシアチブ法ARIA：Asia Reassurance Initiative Act」に

署名したxi。ARIA は、日本、インド、韓国、台湾といった東アジアおよび

東南アジアの同盟国・地域に対する軍事・外交・経済的関与を強める費用と

して、2023 年まで年間 15 億ドル（約 1600 億円）の支出を承認している。
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ARIAの目的は、インド太平洋地域における、米国や同盟諸国等の安全保

障を守り、自由な航路・空路を確保し、ルールに基づく経済共同体を形成

し、普遍的人権を推進させるものである。そのために、米国の役割強化を

狙った様々な仕掛けがあるxii。

例えば、ARIA は大統領に対し、2国間や多国間の新たな貿易協定の交渉

をやりやすくする権限を与えている。環太平洋連携協定（TPP）離脱とい

うトランプ氏の戦略上の大失敗をカバーするものでもある。議会は、米国政

府が ASEAN との関係を戦略的パートナーシップに格上げすることを求め

ている。

また、高品質で透明性のあるインフラ投資を掲げて、中国の一帯一路に対

抗する。

インドについては、インドとの戦略的パートナーシップの重要性を認識し

ているとして、2017 年度の国防権限法では、インドは「主要な防衛パート

ナー」と明記された。

太平洋とインド洋を結ぶ地域で、法の支配や市場経済を重視する国が協力

するインド太平洋構想は、安倍晋三前首相が 2016 年のアフリカ開発会議

（TICAD）で打ち出した。日本や米国、オーストラリア、インドが中核とな

り、地域の平和と安定、繁栄に貢献し、経済と安全保障の両面で連携をめざ

す。経済面では東南アジアやアフリカで道路、橋梁など都市インフラの整備

を進める。開発の透明性や返済国の債務残高を考慮した「質の高いインフラ

投資」を特徴とする。中国が広域経済圏構想「一帯一路」を掲げ、同地域で

インフラ投資を拡大するのに対抗する。

インド太平洋の地政学的ルール

こうした米国や日本が描く「自由で開かれたインド太平洋」構想に対し

て、W.R. ミードは、インド太平洋にある独自の地政学的ルールを指摘して

いるxiii。

第 1 は、モディ氏は、決して欧米スタイルの自由化推進主義者とみなされ

るべきではない。モディ氏率いるインドが求めているのは、中国との力の均
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衡によって自国の主権を維持し、独自の文明や価値観を発展させ続けること

であり、アジアの欧米化を促進することではない。インドは何らイデオロ

ギー的な価値や道徳的価値に基づく「リベラルな国際秩序」のような概念に

は興味がないということである。

第 2はインド太平洋では同盟構築のルールも違っている。ハンバントタ港

に加えて中国の外交的圧力で中国に 99 年間貸し出される人工島を建設中で

あるスリランカは、ポルトガル、中国、南インド、フランス、オランダ、英

国といった列強の間で均衡を図りつつ、何百年も独立を守ってきた。スリラ

ンカには、独立性を維持するかについて、この国には別の考え方がある。主

導権争いをする大国の中から 1つを選ぶのではなく、いつでも公開入札が可

能な状態にしておくことが大切だということである。彼らが避けたいのはい

ずれかの大国の強い反感を買うことであり、大国がそれぞれスリランカの独

立を支持する理由を持っていることが望ましい。

このアジア流の現実主義的思考は、多くのインド太平洋諸国が冷戦時代、

非同盟運動に積極的に参加したことの底流にある。そして今も、米国や中国

との関係で彼らの見方を形作っている。

注
i 中国のインド洋進出で最初に注目されたのが 2012 年である。「当時、インド洋の西に浮かぶ島国

で戦略的要衝となるセーシェルが、中国海軍に港湾利用や補給拠点の提供を申し出たと伝えられ

た。中国はこの申し出を断ったが、中国海軍が補給拠点としてセーシェルを利用することは認め

た。」。Harsha V. Paint. 「【オピニオン】インド洋めぐる中印の勢力争い、モディ首相は歴訪で反

撃狙う」WSJ 2015 年 3 月 11 日
ii 「インドが海洋進出にかじ、対中共闘で国際協力強化」WSJ 2020 年 9 月 25 日
iii 「コロナで中国の鉄道輸送が活況、一帯一路に追い風」WSJ 2020 年 5 月 14 日
iv Sadanand Dhume「【オピニオン】インドの「降伏」を望む中国」WSJ 2020 年 6 月 26 日。「中国の

立場からすると、インドを痛い目に遭わせ、身の程を思い知らせ、アジアに中国を頂点とするヒ

エラルキーがあることを示すことは理にかなっている」
v 「中印関係を定義する 5つの「ギャップ」」WSJ 2015 年 5 月 14 日
vi 「中国主席がインドを訪問、経済関係強化へ」WSJ 2014 年 9 月 18 日
vii 「米国の新たな貿易戦争、相手はインドか」WSJ 2020 年 2 月 20 日
viii 「国産化推進に向けたインドの関税引き上げ動向を探る」ジェトロ地域分析レポート、2019 年 6 月
ix 2020 年 7 月に、ジェトロが、在印日系企業の生産活動に必須な部品・中間材は免除してほしい旨

をインド政府の担当部局（インド商工省産業・国内取引促進局）に要請したところ、インド政府

の担当部局は、（1）時期は未定だが、中国も含め輸入品に対して関税を上げることを検討してい
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るのは事実であるとして、日本・韓国・ASEAN とは自由貿易協定（FTA）があるので、実質的

に影響が大きいのは中国からの輸入であろう、（2）関税引き上げ対象は現状消費財中心であり、

生産活動に必要な材料・中間財・資本財は念頭に置いていないが、中長期的に見て国産化を進め

たいのはインド政府全体の方針であり、将来にわたりこれらの部材・中間財等の関税が引き上げ

られないとは約束できない等の回答であった。
x Sadanand Dhume「【オピニオン】インド国境紛争で中国が失ったもの」WSJ 2020 年 7 月 13 日
xi Michael Auslin「【寄稿】トランプ氏の正しいアジア旋回」WSJ 2019 年 1 月 16 日
xii 「「アジア再保証イニシアチブ法」は「中国封じ込め」の法律なのか？」

岡崎研究所、https://wedge.ismedia.jp/articles/-/15025
xiii W.R. ミード「【オピニオン】インド太平洋の地政学ルールを学べ」WSJ 2019 年 9 月 6 日 1
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